
 

中央教育審議会の会議を経ないで行われた諮問について 

 

 

 

○大学分科会 

 

  認証評価機関の認証について （平成 31 年３月 27 日）・・・・・・・・・・・３ 

大学設置基準等の改正について（令和元年６月 13 日）・・・・・・・・・・・８ 

認証評価機関の認証について （令和元年８月９日）・・・・・・・・・・・１２ 

大学院設置基準の一部改正について （令和元年８月９日）・・・・・・・・１７ 

専門職大学設置基準等の改正について （令和元年８月９日）・・・・・・・２０ 

専門職大学院設置基準及び学校教育法第百十条第二項に規定する基準を 

適用するに際して必要な細目を定める省令の改正について 

（令和元年９月 18 日）・・・・・２３ 

大学設置基準の一部改正について（令和元年９月 18 日）・・・・・・・・・２９ 

認証評価機関の認証について （令和元年 11 月 12 日）・・・・・・・・・・３２ 

学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を 

定める省令の改正について （令和元年 11 月 12 日）・・・・・・・・・・・４１ 

高等専門学校設置基準の改正について（令和２年１月 22 日）・・・・・・・５０ 

大学院設置基準の一部改正について（令和２年５月 20 日）・・・・・・・・５３ 

大学設置基準等の改正について（令和２年９月 15 日）・・・・・・・・・・５６ 

 

○初等中等教育分科会 教員養成部会 

 

教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の課程の認定について 

                     （令和２年８月 11 日）・・・・６０ 

 

○関連規定  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 
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（公財）大学基準協会の概要と今回の申請概要について

１．法人の概要

○ 設立目的

内外の大学に関する調査研究を行い、会員の自主的努力と相互的援助

によって、わが国における大学の質的向上を図るとともに、大学の教育

研究活動等の国際的協力に貢献することを目的とする。

○ 設立年月日

昭和22年７月８日（文部大臣による設立許可）

○ 所在地

東京都新宿区市谷砂土原町2－ 7－ 13

○ 組織等

会 長：永田 恭介（筑波大学 学長）

会員校：正会員339大学、正会員9短期大学、賛助会員133大学

（平成30年 11月１日現在）

○ 予算

平成30年度 448,575,000円

○ 業務

①大学の教育研究活動等に関する第三者評価

②大学の質的向上のための大学基準等の設定及び改善並びに活用

③内外の大学に関する資料の収集及び調査並びに研究

④大学の教育研究活動等の改善のための助言及び援助並びに情報の提供

⑤大学の質的向上に必要な研究会及び協議会等の開催

⑥大学の教育研究活動等に関する国際間の情報の交換並びに協力

⑦大学の教育研究活動等に関する資料の刊行

⑧その他この法人の目的を達成するために必要な事業

○ 認証評価の実施実績

・機関別評価

大 学：632大学（平成16年度～平成29年度）

短期大学： 37大学（平成19年度～平成29年度）

・専門職大学院分野別評価

法科大学院：36専攻（平成19年度～平成29年度）

経 営 系：61専攻（平成20年度～平成29年度）

公 共 政 策：10専攻（平成22年度～平成29年度）

公 衆 衛 生： 5専攻（平成23年度～平成29年度）

知 的 財 産： 3専攻（平成25年度～平成29年度）

グローバル・コミュニケーション： 1専攻（平成29年度）

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ： 1専攻（平成29年度）

参 考
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参 考

２．今回申請のあった評価事業の概要

○ 認証評価の対象

専門職大学院（グローバル法務系分野）

（学位名称：グローバル法務修士（専門職）など）

○ 大学評価基準（案）

大学評価基準（案）は、 7の「大項目」を設けており、その下に「項

目（20項目）」を設定する。

○ 評価結果（案）及び判定方法（案）

適合、不適合

上記以外に、優れた点及び改善が必要とされる点を総合的かつ簡潔に

「総評」として記載。指摘すべき事項が認められた場合は、「提言」（「長

所」「特色」「是正勧告」又は「検討課題」）として別途記載する。

○ 評価手数料の額（案）

1専攻 350万円（消費税別）

○ 対象専門職大学院（平成31年 3月現在）

・平成29年度開設

慶應義塾大学法務研究科グローバル法務専攻

入学定員：30名
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（公財）大学基準協会の概要と今回の申請概要について

１．法人の概要

○ 設立目的

内外の大学に関する調査研究を行い、会員の自主的努力と相互的援助

によって、わが国における大学の質的向上を図るとともに、大学の教育

研究活動等の国際的協力に貢献することを目的とする。

○ 設立年月日

昭和22年７月８日

○ 所在地

東京都新宿区市谷砂土原町2－ 7－ 13

○ 組織等

会 長：永田 恭介（筑波大学 学長）

会員校：正会員338大学、正会員9短期大学、賛助会員130大学

（平成31年 4月 1日現在）

○ 予算

平成30年度 448,775,000円

○ 業務

①大学の教育研究活動等に関する第三者評価

②大学の質的向上のための大学基準等の設定及び改善並びに活用

③内外の大学に関する資料の収集及び調査並びに研究

④大学の教育研究活動等の改善のための助言及び援助並びに情報の提供

⑤大学の質的向上に必要な研究会及び協議会等の開催

⑥大学の教育研究活動等に関する国際間の情報の交換並びに協力

⑦大学の教育研究活動等に関する資料の刊行

⑧その他この法人の目的を達成するために必要な事業

○ 認証評価の実施実績

・機関別評価

大 学：659大学（平成16年度～平成30年度）

短 期 大 学： 38大学（平成19年度～平成30年度）

・専門職大学院分野別評価

法科大学院： 40専攻（平成19年度～平成30年度）

経 営 系： 71専攻（平成20年度～平成30年度）

公 共 政 策： 12専攻（平成22年度～平成30年度）

公 衆 衛 生： 7専攻（平成23年度～平成30年度）

知 的 財 産： 4専攻（平成25年度～平成30年度）

： 1専攻（平成29年度～平成30年度）グローバル・コミュニケーション

： 1専攻（平成29年度～平成30年度）ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ

参 考
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参 考

２．今回申請のあった評価事業の概要

○ 認証評価の対象

専門職大学院（広報・情報系分野）

（学位名称：広報・情報学修士（専門職）など）

○ 大学評価基準（案）

大学評価基準（案）は、 7の「大項目」を設けており、その下に「項

目（20項目 」を設定する。）

○ 判定方法（案）及び評価結果（案）

基準に基づいて作成された自己点検・評価報告書、基礎データその他

の必要な資料に基づく書面評価及び実地調査を通じて行う。

評価結果は適合、不適合で示す。

上記以外に、優れた点及び改善が必要とされる点を総合的かつ簡潔に

総評 として記載 指摘すべき事項が認められた場合は 提言 長「 」 。 、「 」（「

所 「特色 「是正勧告」又は「検討課題 ）として別途記載する。」 」 」

○ 評価手数料の額（案）

1専攻 350万円（消費税別）

○ 対象専門職大学院（令和元年8月現在）

・平成29年度開設

社会情報大学院大学 広報・情報研究科 広報・情報専攻

入学定員：30名
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（別紙） 

第一 専門職大学院設置基準改正要綱（案） 

 

１ 法科大学院の入学者の選抜に関する改正 

 入学者の選抜に当たって，入学者の適性を適確かつ客観的に評価することと

されているところ，法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律

（平成１４年法律第１３９号。以下「連携法」という。）第４条各号で規定さ

れる学識等を涵養する教育を受ける上で求められる適性及び能力を有するかを

的確かつ客観的に評価し，判定するものと規定すること。 

 

２ 法科大学院の教育課程の編成方針に関する改正 

 教育課程の編成に当たっては，法科大学院は，連携法第２条に規定する法曹

養成の基本理念及び第４条に規定する大学の責務を踏まえ，将来の法曹として

の実務に必要な学識及びその応用能力並びに法律に関する実務の基礎的素養を

涵養するよう適切に配慮しなければならないことを規定すること。 

 

３ 法科大学院の授業科目に関する改正 

 専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平成１５年文部科学省告

示第５３号。以下「専門職大学院告示」という。）に規定されている，次の４

つの科目群を，設置基準に新たに規定すること。 

一 法律基本科目（憲法，行政法，民法，商法，民事訴訟法，刑法及び刑事

訴訟法に関する分野の科目をいう。） 

二 法律実務基礎科目（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関す

る基礎的な分野の科目をいう。） 

三 基礎法学・隣接科目（基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分

野の科目をいう。） 

四 展開・先端科目（先端的な法領域に関する科目その他の実定法に関する

多様な分野の科目であって，法律基本科目以外のものをいう。） 

併せて，法律基本科目については基礎科目を履修した後に応用科目を，他の

科目群は法律基本科目の基礎科目及び応用科目の履修を踏まえて，履修するよ

う教育課程を編成すること，３０単位以上の基礎科目を必修科目として開設す

ること，及び展開・先端科目のうち専門的学識及びその応用能力を涵養するた

めの教育を行う科目について，８科目（倒産法，租税法，経済法，知的財産

法，労働法，環境法，国際関係法（公法系）及び国際関係法（私法系）。以下

「選択科目」という。）全ての開設を努力義務とすることを新たに規定するこ
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と。 

 

４ 法科大学院の授業を行う学生数に関する改正 

 現在専門職大学院告示で規定されている，①少人数学習を基本とすること，

及び②法律基本科目は５０人を標準とすることについて，①少人数学習とする

こと，及び②法律基本科目は原則５０人以下とすることを設置基準に新たに規

定すること。 

 

５ 法科大学院の授業の方法に関する改正 

 法科大学院においては，第８条第１項に規定するもののほか，連携法第４条

第２号及び３号に規定する論述の能力その他の専門的学識の応用能力を涵養す

るために必要な方法により授業を行うよう適切に配慮しなければならないこと

を新たに規定すること。 

 

６ 法科大学院の学修の成果に係る評価と修了の認定に関する改正 

 第１０条第２項に規定する学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たって

は，連携法第５条第２号及び第３号に基づき公表された基準に基づき，連携法

第４条各号に掲げる学識及び能力並びに素養が涵養されているかどうかについ

て，厳格かつ客観的に評価を行うものとする旨を新たに規定すること。 

 

７ 法科大学院における情報の公表に関する改正 

 連携法第５条に規定される「文科省令で定める事項」として，次の事項を新

たに規定すること。 

一 志願者及び受験者の数 

二 標準修業年限修了率及び中退率の状況 

三 法律基本科目のうちの基礎科目若しくは応用科目又は各選択科目にそれ

ぞれ該当する，法科大学院で開設される科目の名称 

四 授業料，入学料その他の法科大学院が徴収する費用及び修学に係る経済

的負担の軽減に関すること 

五 法学未修者及び社会人の入学者の割合及び司法試験合格率 

六 連携法曹基礎課程からの入学者の割合及び司法試験合格率 

七 在学中受験資格による司法試験の受験者数とその合格率 

   

８ 法科大学院の履修科目の登録の上限に関する改正 

 履修科目として登録することができる単位数の上限は，１年につき３６単位

を標準として定めること。ただし，連携法第６条に定める連携法曹基礎課程を
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修了し法科大学院に進学した場合など３６単位を超えて登録しても学修の成果

が見込まれる者として法科大学院が認めた場合においては，４４単位までの登

録を認めることを可能とすることを規定すること。 

 

９ 法科大学院入学前の既修得単位の認定及び既修者認定に関する改正 

 連携法第６条に定める連携法曹基礎課程を修了し法科大学院に進学した場合

など３０単位を超えてみなしても入学後の学修の充実が見込まれる者として法

科大学院が認めた場合においては，入学前既修得単位及び既修者認定の認定上

限をそれぞれ３０単位から４６単位に引き上げ，入学前既修得単位及び既修者

認定を併せて４６単位を上限とすること。 

 

１０ 法科大学院の修了要件に関する改正 

 修了要件として，３年以上の在学と９３単位以上の修得に加えて，次の要件

を新たに規定すること。 

一 科目群毎に，必要単位数を修得すること。 

イ 法律基本科目  ４８単位以上 

ロ 法律実務基礎科目 １０単位以上 

ハ 基礎法学・隣接科目  ４単位以上 

ニ 展開・先端科目 １２単位以上 

 

二 法律基本科目について，基礎科目は３０単位以上（必修科目を含む。），

応用科目は１８単位以上を修得すること。 

 

 三 選択科目のうち，４単位以上を修得すること。 

 

１１ その他 

 その他所要の改正を行うこと。 

 

１２ 施行期日 

①１から７までに関する規定（②から④までに該当するものを除く。） 令和

２年４月１日 

②３のうち必修科目に関する規定及び１０に関する規定 令和３年４月１日 

③７の六，８及び９に関する規定 令和４年４月１日 

④７の七に関する規定 令和５年４月１日 
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第二 学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際し

て必要な細目を定める省令改正要綱（案） 
 

１ 第４条第１項第１号に基づいて，認証評価機関が定める大学評価基準に関

し，連携法等の改正を踏まえ専門職大学院設置基準において法科大学院につ

いて特に規定する事項等を反映させること。 

  

 一 設置基準において，論述の能力その他の専門的学識の応用能力を涵養す

るために適切に配慮しなければならないことを新たに規定することに伴

い，当該能力等を涵養するための授業の方法等に関することを規定するこ

と。 

   

  二 設置基準において，修了要件として，科目群毎に，必要単位数を規定す

ることに伴い，課程の修了要件に関することを規定すること。 

 

 三 連携法に基づき，認定法曹養成連携協定において連携法科大学院が行う

こととされている事項の実施状況に関することを規定すること。 

 

２ その他 

 その他所要の改正を行うこと。 

 

３ 施行期日 

 令和４年４月１日 
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【参考】本諮問の根拠条文 

 

 

○学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄） 

 

第３条 学校を設置しようとする者は，学校の種類に応じ，文部科学

大臣の定める設備，編制その他に関する設置基準に従い，これを設

置しなければならない。 

 

第９４条 大学について第３条に規定する設置基準を定める場合及び

第四条第五項に規定する基準を定める場合には，文部科学大臣は，

審議会等で政令で定めるものに諮問しなければならない。 

 

第１１２条 文部科学大臣は，次に掲げる場合には，第９４条の政令

で定める審議会等に諮問しなければならない。 

一 （略） 

二 第１１０条第３項の細目を定めるとき。 

三 （略） 
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                        参 考  
 

一般財団法人短期大学基準協会の概要及び 

申請のあった評価事業の概要 

 

短期大学基準協会の概要 

 

○ 設立目的 

短期大学の教育活動等についての総合的な評価等を行い、短期大

学の主体的改革・改善を支援して、教育研究水準の向上及び質的充

実を図ることを目的とする。 

 

○ 住所：東京都千代田区九段北４－２－１１ 第２星光ビル６階 

 

○ 設立年月日：平成６年４月２１日 

 

○ 代表者：理事長 関口 修（郡山女子大学短期大学部／理事長・学長） 

     

○ 主な事業 

① 短期大学の教育活動等についての認証評価の実施 

② 短期大学の教育研究水準の向上及び質的充実のための支援 

③ 短期大学が行う自己点検評価・相互評価活動の促進及び支援 

④ 短期大学に関わる高等教育の調査研究 

⑤ 短期大学に関する資料等の刊行及び会報の発刊 

⑥ その他目的を達成するために必要な事業 

 

申請のあった評価事業の概要 

 

○ 評価の対象：大学（短期大学を除く） 

 

○ 評価の周期：７年以内ごと 

 

○ 評価手数料の額： 

（会員の場合） 

１８０万円＋１学部につき４０万円、１研究科につき２０万円 

（非会員の場合） 

１８０万円＋１学部につき４０万円、１研究科につき２０万円 

＋７年分の会費相当額 
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 ○ 大学評価基準（案） 

 評価基準は、大学がその主体的な改革・改善を通じて、自らの教

育活動の継続的な質保証を実現することを支援することを目的とし

て、四つの基準（Ⅰ．ミッションと教育効果、Ⅱ．教育課程と学生

支援、Ⅲ．教育資源と財的資源、Ⅳ．リーダーシップとガバナンス）

から構成されている。 

 

 ○ 評価方法（案） 

対象大学が作成する自己点検・評価報告書に基づき書面調査及び

訪問調査を通じて、当該大学の状況を把握・分析・評価する。 

 

 ○ 評価結果（案） 

評価は、当該大学の教育研究活動等の状況について「適格」又は

「不適格」と判定する。 

① ４基準に照らして全てが合である場合は「適格」とする。 

② ４基準に照らしてその一部又は全てが否である場合は、「不適

格」とする。 

③ 自己点検・評価報告書に虚偽記載がある場合または重大な法令

違反等がある場合は、「不適格」とする。 

④ 「適格」の判定において、基準に照らして一部に問題が認めら

れる場合は、当該問題の改善についての意見を付すことがあ

る。 

 

 

（参考）これまでの機関別認証評価（大学）の実施状況 

 

①第１サイクル（H16～H22）の受審大学数     ７２１大学 

 

②第２サイクル（H23～H29）の受審大学数     ７７９大学 

   

  ③第３サイクル（H30～）の受審大学数        ４７大学 

 

  ④大学の機関別認証評価を実施している機関     ４機関 

（公財）大学基準協会（H16.8.31 認証） 

（独法）大学改革支援・学位授与機構（H17.1.14 認証） 

（公財）日本高等教育評価機構（H17.7.12 認証） 

（一財）大学教育質保証・評価センター（R1．8．21 認証） 
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学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して

必要な細目を定める省令改正要綱（案）

第一 改正内容

法科大学院に係る認証評価においてのみ規定されていた次の事項について、全ての認

証評価で対象となることを明確にすることとする。

○ 認証評価機関は、認証評価の結果において大学評価基準に適合している旨の認定を

受けられなかった大学の教育研究活動等の状況について、当該大学の求めに応じて再

度評価を行うよう努めることとすること。

なお、上記の確認・評価については、認証評価の結果において改善が必要とされた事

項について行うこととする。

第二 施行期日

この改正は、令和２年４月１日から施行するものとすること。

（ ）別紙
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学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して 

必要な細目を定める省令の一部を改正する省令について（概要） 

 

１．改正の背景・経緯 

 （１）学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な

細目を定める省令（平成 16 年文部科学省令第７号）（以下「細目省令」

という。）は、認証評価機関が大学における教育研究等の状況について定

期的に評価を行う認証評価において、信頼性や公正性を担保するために、

その方法や内容等に関して必要な事項を定めているものである。 

 （２）今般、大学の自主的・自律的な改善の実効性を確保し、大学の教育研

究水準の向上を一層図るため、学校教育法等の一部を改正する法律（令

和元年法律第 11 号）において、認証評価の方法について認証評価機関に

新たに義務付けたことに伴い、細目省令に規定している一部の内容につ

いて改正する必要が生じたことから、必要な整備を行うものである。 

 

２．改正の概要 

（１）再度の評価規定の整備 

従来、法科大学院を除く大学等の認証評価における再度の評価の対象

については、改善が必要とされる事項を指摘された大学等としていたが、

学校教育法の今般の改正により、全ての大学等の認証評価において、大学評

価基準に適合しているか否かの認定が行われることになったことを踏ま

え、大学評価基準に適合している旨の認定を受けられなかった大学等が

含まれることを明確化することとする。 

また、評価事項については、改善が必要とされた事項に限定すること

を明確化することとする。 

なお、これに伴い、法科大学院の再度の評価について規定している細

目省令第４条第１項第３号の規定は不要となることから、削除すること

とする。 

（２）法科大学院の認証評価に係る評価方法の整備 

従来、法科大学院の認証評価に係る評価方法として、大学評価基準に

適合しているか否かの認定を適確に行うに足りるものと規定していた

が、学校教育法の今般の改正により、全ての大学等の認証評価におい

て、大学評価基準に適合しているか否かの認定が行われることになった

ことを踏まえ、当該規定を削除することとする。 

 

３．施行日 

令和２年４月１日 
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学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して 

必要な細目を定める省令の一部を改正する省令案に関する 

パブリックコメント（意見公募手続）の結果について 

 

 

１．意見募集の概要 

（１）募集期間：令和元年 10 月４日（金）～令和元年 11 月２日(土) 

（２）告知方法：ホームページ 

（３）受付方法：郵送、FAX、電子メール 

 

２．意見総数 

 件数：６件 （個人１件、団体４件（１団体）、不明１件） 

 

３．主な意見概要 

○ 細目省令第１条第１項第５号の「…当該大学の求めに応じ、再度評価を行

うよう努めることとしていること」の規定と当該改正との関係が明確でな

い。 

○ 「…再度評価を行うよう…」から「…確認し評価を行うよう…」に表現を

変えたことに意味があるのであれば、趣旨明確に説明すべきである。 

○ 認証評価機関の努力義務は「評価を行う」までであり、大学評価基準に適

合しているか否かの認定までは求めないとの理解で良いのか。適合認定校

に対しても適用されうる第１条第１項第５号において「再度評価」という言

葉が用いられていることから、「評価」の含意について解釈にぶれが生じな

いような配慮が必要である。 

○ 「確認し評価」した結果については、学校教育法第 110 条第４項に定める

通知・公表・報告の対象となるのか否かは明確にしておくべきと考える。 
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２ 文 科 教 第 ４ １ ５ 号  

 

 

中  央  教  育  審  議  会  

 

 

教 員 の 免 許 状 授 与 の 所 要 資 格 を 得 さ せ る た め の 大 学

の 課 程 の 認 定 に つ い て ， 別 紙 の と お り 申 請 が あ り ま し

た の で ， 教 育 職 員 免 許 法 別 表 第 １ 備 考 第 ５ 号 イ の 規 定

に よ り 諮 問 し ま す 。  

 

 
 

令 和 ２ 年 ８ 月 １ １ 日  
 

 

文 部 科 学 大 臣  

萩  生  田  光  一  
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別 紙 

 

令和２年度課程認定申請大学等一覧 
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１．国立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 茨城県 国立大学法人筑波技術大学 筑波技術大学 産業技術学部 総合デザイン学科 15 中学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（美術）

保健科学部 情報システム学科 10 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

2 山梨県 国立大学法人山梨大学 山梨大学 教育学部 学校教育課程 125 高等学校教諭一種免許状（工業）

3 愛知県 国立大学法人愛知教育大学 愛知教育大学 教育学部 学校教員養成課程 729 幼稚園教諭一種免許状

小学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状（国語）

中学校教諭一種免許状（社会）

中学校教諭一種免許状（数学）

中学校教諭一種免許状（理科）

中学校教諭一種免許状（音楽）

中学校教諭一種免許状（美術）

中学校教諭一種免許状（保健体育）

中学校教諭一種免許状（保健）

中学校教諭一種免許状（技術）

中学校教諭一種免許状（家庭）

中学校教諭一種免許状（職業指導）

中学校教諭一種免許状（英語）

高等学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（地理歴史）

高等学校教諭一種免許状（公民）

高等学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（理科）

高等学校教諭一種免許状（音楽）

高等学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（書道）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健）

高等学校教諭一種免許状（家庭）

高等学校教諭一種免許状（情報）

高等学校教諭一種免許状（工業）

高等学校教諭一種免許状（職業指導）

高等学校教諭一種免許状（英語）

特別支援学校教諭一種免許状（視覚障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（聴覚障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）

養護教諭一種免許状
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１．国立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

4 岡山県 国立大学法人岡山大学 岡山大学 工学部 工学科 610 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（情報）

高等学校教諭一種免許状（工業）

5 山口県 国立大学法人山口大学 山口大学 理学部 化学科 40 中学校教諭一種免許状（理科）

高等学校教諭一種免許状（理科）

生物学科 40 中学校教諭一種免許状（理科）

高等学校教諭一種免許状（理科）

6 愛媛県 国立大学法人愛媛大学 愛媛大学 農学部 食料生産学科 70 中学校教諭一種免許状（理科）

高等学校教諭一種免許状（理科）

7 宮崎県 国立大学法人宮崎大学 宮崎大学 工学部 工学科 370 高等学校教諭一種免許状（理科）

高等学校教諭一種免許状（工業）
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２．公立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 岡山県 公立大学法人岡山県立大学 岡山県立大学 保健福祉学部 子ども学科 25 幼稚園教諭一種免許状

2 広島県 公立大学法人県立広島大学 県立広島大学 保健福祉学部 保健福祉学科 看護学コース 60 養護教諭一種免許状
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３．私立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 北海道 学校法人札幌学院大学 札幌学院大学 経済経営学部 経済学科 150 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（公民）

経営学科 150 高等学校教諭一種免許状（商業）

2 宮城県 学校法人栴檀学園 東北福祉大学 教育学部 教育学科 中等教育専攻 40 中学校教諭一種免許状（英語）

高等学校教諭一種免許状（英語）

3 福島県 学校法人郡山開成学園 郡山女子大学 家政学部 生活科学科 40 特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）

4 埼玉県  学校法人峯徳学園 埼玉学園大学 経済経営学部 経済学科 100 高等学校教諭一種免許状（商業）

経営学科 100 高等学校教諭一種免許状（商業）

5 千葉県 学校法人千葉敬愛学園 敬愛大学 教育学部 こども教育学科 72 小学校教諭一種免許状

6 千葉県 学校法人順天堂 順天堂大学 スポーツ健康科学部 スポーツ健康科学科 600 中学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）

7 東京都 学校法人拓殖大学 拓殖大学 外国語学部 国際日本語学科 50 中学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（国語）

8 東京都 学校法人　玉川学園 玉川大学 芸術学部 音楽学科 80 中学校教諭一種免許状（音楽）

高等学校教諭一種免許状（音楽）

アート・デザイン学科 100 中学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（工芸）

9 神奈川県 学校法人　東京工芸大学 東京工芸大学 工学部 工学科 総合工学系機械コース 50 高等学校教諭一種免許状（工業）

10 東京都 学校法人武蔵野美術大学 武蔵野美術大学 造形学部 油絵学科 油絵専攻 120 高等学校教諭一種免許状（工芸）

版画専攻 20 中学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（美術）

高等学校教諭一種免許状（工芸）

11 埼玉県 学校法人立正大学学園 立正大学  データサイエンス学部  データサイエンス学科 240 高等学校教諭一種免許状（情報）

12 石川県 学校法人金沢学院大学 金沢学院大学 経済学部 経済学科 90 高等学校教諭一種免許状（公民）

経営学科 90 高等学校教諭一種免許状（商業）

経済情報学部 経済情報学科 70 高等学校教諭一種免許状（情報）

13 岐阜県 学校法人　神谷学園 東海学院大学 健康福祉学部 総合福祉学科 80 中学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

14 静岡県  学校法人新静岡学園 静岡産業大学 スポーツ科学部 スポーツ科学科 120 中学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

15 愛知県 学校法人愛知大学 愛知大学 文学部 歴史地理学科 70 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（地理歴史）

日本語日本文学科 48 中学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（国語）
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３．私立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

16 愛知県 学校法人梅村学園 中京大学 スポーツ科学部 トレーナー学科 80 中学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

スポーツマネジメント学科 80 中学校教諭一種免許状（保健体育）

高等学校教諭一種免許状（保健体育）

17 愛知県 学校法人中西学園 名古屋学芸大学 ヒューマンケア学部 子どもケア学科 児童発達教育専攻 40 小学校教諭一種免許状

特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）

18 愛知県 学校法人南山学園 南山大学 理工学部 データサイエンス学科 70 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

19 三重県 学校法人享栄学園 鈴鹿大学 こども教育学部 こども教育学科 こども教育学専攻 25 小学校教諭一種免許状

20 京都府 学校法人真宗大谷学園 大谷大学 国際学部 国際文化学科 100 中学校教諭一種免許状（英語）

高等学校教諭一種免許状（英語）

21 京都府 学校法人京都外国語大学 京都外国語大学 外国語学部 ロシア語学科 20 高等学校教諭一種免許状（ロシア語）

22 京都府 学校法人京都産業大学 京都産業大学 外国語学部 アジア言語学科 130 中学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（国語）

23 京都府 学校法人京都精華大学 京都精華大学 国際文化学部 人文学科 160 中学校教諭一種免許状（国語）

中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（地理歴史）

高等学校教諭一種免許状（公民）

グローバルスタディーズ学科 90 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（公民）

24 京都府 学校法人京都橘学園 京都橘大学 工学部 情報工学科 130 高等学校教諭一種免許状（情報）

25 大阪府 学校法人常翔学園 大阪工業大学 情報科学部 データサイエンス学科 70 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（情報）

26 大阪府 学校法人大阪信愛女学院 大阪信愛学院大学 教育学部 教育学科 80 幼稚園教諭一種免許状

小学校教諭一種免許状

看護学部 看護学科 80 養護教諭一種免許状

27 大阪府 学校法人大阪成蹊学園 大阪成蹊大学 経営学部 経営学科 110 高等学校教諭一種免許状（商業）

スポーツマネジメント学科 110 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（公民）

国際観光ビジネス学科 80 高等学校教諭一種免許状（商業）

28 大阪府 学校法人桃山学院  桃山学院教育大学 人間教育学部 人間教育学科 270 中学校教諭一種免許状（国語）

中学校教諭一種免許状（英語）

高等学校教諭一種免許状（国語）

高等学校教諭一種免許状（英語）

29 大阪府 学校法人西大和学園 大和大学 社会学部 社会学科 200 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（地理歴史）
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３．私立大学の学部等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭一種免許状（公民）

30 兵庫県 学校法人濱名山手学院 関西国際大学 経営学部 経営学科 100 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（公民）

教育学部 教育福祉学科 こども学専攻 120 中学校教諭一種免許状（英語）

31 兵庫県 学校法人関西学院 関西学院大学 教育学部 教育学科 350 中学校教諭一種免許状（英語）

高等学校教諭一種免許状（英語）

工学部 情報工学課程 90 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（情報）

知能・機械工学課程 60 中学校教諭一種免許状（数学）

高等学校教諭一種免許状（数学）

32 兵庫県 学校法人神戸学院 神戸学院大学 総合リハビリテーション学部 社会リハビリテーション学科 90 中学校教諭一種免許状（社会）

高等学校教諭一種免許状（公民）

33 和歌山県 学校法人高野山学園 高野山大学 文学部 教育学科 50 幼稚園教諭一種免許状

小学校教諭一種免許状

34 岡山県 学校法人川崎学園 川崎医療福祉大学 医療技術学部 健康体育学科 80 高等学校教諭一種免許状（保健）

35 広島県 学校法人古沢学園 広島都市学園大学 子ども教育学部 子ども教育学科 78 特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）
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４．私立大学の学部等の通信課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 広島県 学校法人古沢学園 広島都市学園大学 子ども教育学部通信教育課程 子ども教育学科 10 小学校教諭一種免許状

幼稚園教諭一種免許状
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５．私立短期大学の学科等の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 三重県 学校法人享栄学園 鈴鹿大学短期大学部 生活コミュニケーション学科 こども学専攻 50 小学校教諭二種免許状

2 岡山県 学校法人山陽学園 山陽学園短期大学 健康栄養学科  80 栄養教諭二種免許状
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 北海道 国立大学法人北見工業大学 北見工業大学 工学研究科 工学専攻 120 高等学校教諭専修免許状（工業）

2 北海道 国立大学法人北海道教育大学 北海道教育大学 教育学研究科 高度教職実践専攻 80 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（職業）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（英語）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

養護教諭専修免許状

3 宮城県 国立大学法人宮城教育大学 宮城教育大学 教育学研究科 高度教職実践専攻 52 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（職業）

中学校教諭専修免許状（職業指導）

中学校教諭専修免許状（英語）

中学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（商船）

高等学校教諭専修免許状（職業指導）

高等学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

特別支援学校教諭専修免許状（視覚障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（聴覚障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

4 山形県 国立大学法人山形大学 山形大学 社会文化創造研究科修士課程 社会文化創造専攻 24 中学校教諭専修免許状（国語）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（英語）

理工学研究科 化学・バイオ工学専攻 67 高等学校教諭専修免許状（工業）

5 茨城県 国立大学法人茨城大学 茨城大学 人文社会科学研究科 人文科学専攻 17 中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（英語）

社会科学専攻 14 中学校教諭専修免許状（社会）

高等学校教諭専修免許状（公民）

教育学研究科 教育実践高度化専攻 43 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（職業指導）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（職業指導）

高等学校教諭専修免許状（英語）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

養護教諭専修免許状

6 埼玉県 国立大学法人埼玉大学 埼玉大学 教育学研究科 教職実践専攻 52 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（英語）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

養護教諭専修免許状

7 神奈川県 国立大学法人横浜国立大学 横浜国立大学 教育学研究科 高度教職実践専攻 60 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（職業）

中学校教諭専修免許状（職業指導）

中学校教諭専修免許状（英語）

中学校教諭専修免許状（中国語）

中学校教諭専修免許状（フランス語）

中学校教諭専修免許状（ドイツ語）

中学校教諭専修免許状（スペイン語）

中学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

中学校教諭専修免許状（アラビア語）

中学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（商船）

高等学校教諭専修免許状（職業指導）

高等学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（中国語）

高等学校教諭専修免許状（フランス語）

高等学校教諭専修免許状（ドイツ語）

高等学校教諭専修免許状（スペイン語）

高等学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

高等学校教諭専修免許状（アラビア語）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

養護教諭専修免許状

栄養教諭専修免許状

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

8 三重県 国立大学法人三重大学 三重大学 教育学研究科 教職実践高度化専攻 25 幼稚園教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（中国語）

中学校教諭専修免許状（フランス語）

中学校教諭専修免許状（ドイツ語）

中学校教諭専修免許状（スペイン語）

中学校教諭専修免許状（ポルトガル語）

中学校教諭専修免許状（ロシア語）

中学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

中学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（商業）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（商船）

高等学校教諭専修免許状（中国語）

高等学校教諭専修免許状（フランス語）

高等学校教諭専修免許状（ドイツ語）

高等学校教諭専修免許状（スペイン語）

高等学校教諭専修免許状（ポルトガル語）

高等学校教諭専修免許状（ロシア語）

高等学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

9 滋賀県 国立大学法人滋賀大学 滋賀大学 教育学研究科 高度教職実践専攻 35 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（職業）

中学校教諭専修免許状（職業指導）

中学校教諭専修免許状（英語）

中学校教諭専修免許状（ドイツ語）

中学校教諭専修免許状（フランス語）

中学校教諭専修免許状（中国語）

中学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

中学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（商船）

高等学校教諭専修免許状（職業指導）

高等学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（ドイツ語）

高等学校教諭専修免許状（フランス語）

高等学校教諭専修免許状（中国語）

高等学校教諭専修免許状（韓国・朝鮮語）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

10 島根県 国立大学法人島根大学 島根大学 人間社会科学研究科 社会創成専攻 15 中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（英語）

11 徳島県 国立大学法人徳島大学 徳島大学 創成科学研究科 理工学専攻 308 中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

12 福岡県 国立大学法人福岡教育大学 福岡教育大学 教育学研究科 教職実践専攻 50 小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（英語）

13 大分県 国立大学法人大分大学 大分大学 工学研究科 工学専攻 135 中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（数学）

　 高等学校教諭専修免許状（理科）

14 鹿児島県 国立大学法人鹿児島大学 鹿児島大学 教育学研究科 学校教育実践高度化専攻 20 幼稚園教諭専修免許状

小学校教諭専修免許状

中学校教諭専修免許状（国語）

中学校教諭専修免許状（社会）

中学校教諭専修免許状（数学）

中学校教諭専修免許状（理科）

中学校教諭専修免許状（音楽）

中学校教諭専修免許状（美術）

中学校教諭専修免許状（保健体育）

中学校教諭専修免許状（保健）

中学校教諭専修免許状（技術）

中学校教諭専修免許状（家庭）

中学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）
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６．国立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（英語）

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）

養護教諭専修免許状

15 沖縄県 国立大学法人琉球大学 琉球大学 理工学研究科 工学専攻 93 高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（工業）
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７．私立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 茨城県 学校法人茨城キリスト教学園 茨城キリスト教大学 看護学研究科 看護学専攻 6 養護教諭専修免許状

2 東京都 学校法人創価大学 創価大学 教職研究科 教職専攻 25 高等学校教諭専修免許状（国語）

高等学校教諭専修免許状（地理歴史）

高等学校教諭専修免許状（公民）

高等学校教諭専修免許状（数学）

高等学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（音楽）

高等学校教諭専修免許状（美術）

高等学校教諭専修免許状（工芸）

高等学校教諭専修免許状（書道）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健）

高等学校教諭専修免許状（看護）

高等学校教諭専修免許状（家庭）

高等学校教諭専修免許状（情報）

高等学校教諭専修免許状（農業）

高等学校教諭専修免許状（工業）

高等学校教諭専修免許状（商業）

高等学校教諭専修免許状（水産）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

高等学校教諭専修免許状（商船）

高等学校教諭専修免許状（職業指導）

高等学校教諭専修免許状（英語）

高等学校教諭専修免許状（中国語）

高等学校教諭専修免許状（フランス語）

高等学校教諭専修免許状（ドイツ語）

高等学校教諭専修免許状（スペイン語）

高等学校教諭専修免許状（ロシア語）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

3 東京都 学校法人帝京大学 帝京大学 医療技術学研究科 スポーツ健康科学専攻 15 中学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

4 東京都  学校法人東京電機大学 東京電機大学 工学研究科 電子システム工学専攻 25 高等学校教諭専修免許状（工業）

先端機械工学専攻 25 高等学校教諭専修免許状（工業）

理工学研究科 機械工学専攻 18 高等学校教諭専修免許状（工業）

電子工学専攻 18 高等学校教諭専修免許状（工業）

5 東京都 学校法人東京農業大学 東京農業大学 生命科学研究科 分子生命化学専攻 20 中学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（理科）

分子微生物学専攻 20 中学校教諭専修免許状（理科）

高等学校教諭専修免許状（理科）

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻 6 高等学校教諭専修免許状（農業）
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７．私立大学の大学院の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻 7 高等学校教諭専修免許状（農業）

6 長野県 学校法人松商学園 松本大学 健康科学研究科博士前期課程 健康科学専攻 6 中学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

養護教諭専修免許状

栄養教諭専修免許状

7 愛知県 学校法人同朋学園 同朋大学 人間学研究科 仏教人間学専攻博士前期課程 13 中学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（宗教）

高等学校教諭専修免許状（福祉）

8 愛知県 学校法人日本福祉大学 日本福祉大学 スポーツ科学研究科 スポーツ科学専攻 10 中学校教諭専修免許状（保健体育）

高等学校教諭専修免許状（保健体育）

9 福岡県 学校法人福岡大学 福岡大学 医学研究科 看護学専攻 6 養護教諭専修免許状
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８．公立大学の専攻科の課程

番号 都道府県名 設置者名 大学名 学部等名 学科等名 専攻等名 定員 免許状の種類

1 山口県 公立大学法人下関市立大学 下関市立大学  特別支援教育特別専攻科 特別支援教育専攻 10 特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）
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令和２年度課程認定申請大学等数について

　　国立 ７ ９ ４８ 

　　公立 ２ １ ２ 

　　私立 ３５ ５１ ９１ 

　　　計 ４４ ６１ １４１ 

　　国立 ０ ０ ０ 

　　公立 ０ ０ ０ 

　　私立 １ １ ２ 

　　　計 １ １ ２ 

　　国立 ０ ０ ０ 

　　公立 ０ ０ ０ 

　　私立 ２ ２ ２ 

　　　計 ２ ２ ２ 

　　国立 １５ １８ ３６１ 

　　公立 ０ ０ ０ 

　　私立 ９ １５ ５１ 

　　　計 ２４ ３３ ４１２ 

　　国立 ０ ０ ０ 

　　公立 １ １ １ 

　　私立 ０ ０ ０ 

　　　計 １ １ １ 

合計 ７２ ９８ ５５８ 

注１：申請学科等数は教職課程の申請をしている入学定員の最小単位の学科・専攻・コース等数。

注３：短期大学の専攻科、短期大学・大学院の通信課程は申請なし。

注２：申請課程等数は認定を受けようとする免許種数であり、特別支援学校教諭免許状の課程の認定を申請した
場合は、複数領域であっても1件とカウントしている。

大学院

大学
専攻科

大学
（通信課程）

大学

短期大学

申請課程数申請学科等数　　　　　　　区分 申請大学等数

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

申請大学等数 115 105 91 81 72

申請学科等数 205 203 129 129 98

申請課程数 766 530 698 754 558

（参考）申請大学と申請課程数の推移について

- 83-



申請課程数の増減（令和元年度－令和２年度）

学校種 教科 令和元年度 令和２年度 増減数

２３ １３ -１０ 
２０ １６ -４ 

国語 ２７ １７ -１０ 
社会 ２８ ２１ -７ 
数学 ２５ １７ -８ 
理科 ３７ １６ -２１ 
音楽 １８ １１ -７ 
美術 １５ １３ -２ 
保健体育 ２１ １８ -３ 
保健 １１ ８ -３ 
技術 １７ ９ -８ 
家庭 １７ ９ -８ 
職業 ５ ４ -１ 
職業指導 ５ ５ ０ 
英語 ３２ １７ -１５ 
その他外国語 １６ １７ １ 
宗教 ５ ５ ０ 

小計 ２７９ １８７ -９２ 
国語 ２７ １８ -９ 
地理歴史 ２４ １６ -８ 
公民 ２６ ２２ -４ 
数学 ２４ １８ -６ 
理科 ３８ １８ -２０ 
音楽 １８ １２ -６ 
美術 １５ １４ -１ 
工芸 １０ １１ １ 
書道 １１ １０ -１ 
保健体育 ２１ １９ -２ 
保健 １１ １０ -１ 
看護 ６ ６ ０ 
家庭 １７ １０ -７ 
情報 １６ １７ １ 
農業 １３ ９ -４ 
工業 ３１ ２１ -１０ 
商業 ９ １３ ４ 
水産 ７ ６ -１ 
福祉 ７ ７ ０ 
商船 ５ ５ ０ 
職業 １ ０ -１ 
職業指導 ５ ６ １ 
英語 ２９ １７ -１２ 
その他外国語 １７ ２３ ６ 
宗教 ５ ６ １ 

小計 ３９３ ３１４ -７９ 
２５ １４ -１１ 

９ １１ ２ 
５ ３ -２ 

７５４ ５５８ -１９６ 

幼稚園

合計

養護教諭
栄養教諭

高
等
学
校

特別支援学校

小学校

中
学
校
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関連規定 

 

 

○中央教育審議会の会議の運営について（抄） 

（平成 31 年２月 20 日 中央教育審議会申し合わせ） 

 

第１ 文部科学大臣は，中央教育審議会運営規則（平成 31 年２月 20 日中央教育審議会

決定）第３条第２項の表の下欄に掲げる事項については，中央教育審議会（以下「審

議会」という。）の会議を経ないで諮問することができる。 

 

第２ 文部科学大臣は，前項の方法により諮問するときは，あらかじめ，会長にその諮

問の内容を報告するものとする。 

 

第３ 文部科学大臣は，第１の方法により諮問したときは，速やかに，審議会にその諮

問の内容を報告するものとする。 

 

 

 

【参照条文】 

 

○中央教育審議会令（抄） 

（政令第 280 号 平成 12 年 6 月 7 日） 

 

（分科会） 

第五条 

６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。 

 

 

○中央教育審議会運営規則（抄） 

（平成 31 年２月 20 日 中央教育審議会決定） 

 

第三条 

２ 令第五条第六項の規定に基づき、次の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のうち、

それぞれ同表の下欄に掲げる事項については、当該分科会の議決をもって審議会の議

決とする。ただし、審議会が必要と認めるときは、この限りでない。  
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分科会  事項  

生涯学習分科会 

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関す

る法律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき審議

会の権限に属させられた事項及び社会教育法（昭和二十

四年法律第二百七号）の規定に基づき審議会の権限に属

させられた事項 

初等中等教育分科会 

一 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法（ 昭和四十六年法律第七十七号）第五条の

規定により読み替えて適用する地方公務員法（昭和二十

五年法律第二百六十一号）第五十八条第三 項の規定によ

り読み替えて適用する労働基準法（昭和二十二年法律第 

四十九号）第三十二条の四第三項、理科教育振興法（昭

和二十八年法律第百八十六号）第九条第一項，産業教育

振興法（昭和二十六年法律第二百二十八号）及び教育職

員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）の規定に基

づき審議会の権限に属させられた事項 

二 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十

一号）第二条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二

十七年政令第四百五号）第二条第三項の規定により審議

会の権限に属させられた事項 

大学分科会 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定

に基づき審議会の権限に属させられた事項 

二 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）

第二十三条の二第三項の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項 
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